
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成30年11月９日

【四半期会計期間】 第39期第３四半期（自　平成30年７月１日　至　平成30年９月30日）

【会社名】 ＣＤＳ株式会社

【英訳名】 CDS Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　芝崎　晶紀

【本店の所在の場所】 愛知県岡崎市舞木町字市場46番地

【電話番号】 （０５６４）４８－７２８１

（上記は登記上の本店所在地であり、実際の業務は下記の場所で行っており

ます。）

【事務連絡者氏名】 ――――――――

【最寄りの連絡場所】 名古屋支社

愛知県名古屋市中村区名駅３丁目16番22号

名古屋ダイヤビルディング１号館４Ｆ

【電話番号】 （０５２）５８７－５４３７

【事務連絡者氏名】 取締役経理・財務部長　　中嶋　國雄

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）

 

EDINET提出書類

ＣＤＳ株式会社(E05726)

四半期報告書

 1/17



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第38期

第３四半期連結
累計期間

第39期
第３四半期連結
累計期間

第38期

会計期間

自平成29年
　１月１日
至平成29年
　９月30日

自平成30年
　１月１日
至平成30年
　９月30日

自平成29年
　１月１日
至平成29年
　12月31日

売上高 （千円） 6,263,479 6,495,359 8,502,980

経常利益 （千円） 816,803 870,965 1,059,808

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 515,293 570,681 670,408

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 518,882 566,866 668,848

純資産額 （千円） 4,899,826 5,330,205 5,049,792

総資産額 （千円） 6,737,227 7,527,356 6,946,676

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 75.55 83.67 98.29

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 72.7 70.8 72.7

 

回次
第38期

第３四半期連結
会計期間

第39期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成29年
　７月１日
至平成29年
　９月30日

自平成30年
　７月１日
至平成30年
　９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 18.50 28.63

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の財政政策や日銀の金融政策を背景に雇用情勢や所得環

境の改善が進むなど、緩やかな回復基調で推移しました。しかし、平成30年７月豪雨により西日本の広範囲に甚大

な被害が発生しており、今後の経済への影響が懸念されます。また、イギリスのＥＵ離脱問題、アメリカと中国の

貿易摩擦問題及び中国や新興国経済の成長率鈍化など、世界的に景気を下振れさせるリスクが存在しており、先行

きの不透明な経営環境が続いております。

当社グループは、情報家電産業、産業設備・工作機械産業、自動車産業、医療機器産業などに代表される「もの

づくり企業」へのサービスに特化し、ドキュメンテーション事業、エンジニアリング事業、技術システム事業を展

開しております。ＩＴ技術を駆使した「ストレート・スルー・プロセシング」を可能とする「技術情報統合マネジ

メント企業」を目指しており、グループ各社の多種多様な特長と強みを活かすことで、グループ内シナジーを創出

し、顧客企業の製品開発から製造・販売・サービスまでのビジネスプロセスの各段階をトータルにサポートしてお

ります。

また、高度化・多様化する顧客ニーズに対し、常に最新鋭の情報技術を提案することで、「ものづくり企業」へ

のサポート体制を強化してまいりました。今後も、“提案力の強化”“高付加価値技術による他社との差別化・競

争力強化”に注力し、“既存顧客の囲い込み”“新規顧客の開拓”を進めるほか、ＩoＴ、ＡＩ、ロボットビジネ

スをはじめとする“新規事業・新規領域の開拓”“Ｍ＆Ａによる規模の拡大”を図り、オンリーワン企業として業

界内での確固たる地位の確立に努めてまいります。

近年では、株式会社バイナスが手掛けるＦＡ・ロボットシステムを中・長期的な戦略ビジネスとして位置づけ、

業容拡大に注力しており、ロボットエンジニアリングビジネスの確立に向けた業務展開を積極的に進めていく方針

であります。

当第３四半期連結累計期間の業績は、連結売上高6,495百万円（前年同期比3.7％増）、営業利益878百万円（前

年同期比7.9％増）、経常利益870百万円（前年同期比6.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益570百万円

（前年同期比10.7％増）となりました。

セグメントごとの業績は、次のとおりであります。（各セグメントの売上高は、セグメント間の内部売上高又は

振替高を含みます。）

 

（ドキュメンテーション事業）

ドキュメンテーション事業におきましては、グループ連携の強化に伴うシナジー効果の拡大、付加価値の高い技

術提案による新規顧客の開拓、成長性の高い事業分野への集中などを中心に、事業規模の拡大・収益力の向上に取

り組んできましたが、顧客企業での新製品開発計画・市場導入計画の遅延などの影響により、売上高は2,321百万

円（前年同期比1.5％減）となりました。しかしながら、グループ連携によりグループ利益の最大化を図ってきた

結果、営業利益は717百万円（前年同期比8.3％増）の減収増益となりました。

 

（エンジニアリング事業）

エンジニアリング事業におきましては、株式会社バイナスを中心に、新実習装置の拡販、民間向けＦＡ・ロボッ

トシステムの新規開拓に取り組み、新規受注が増加した結果、売上高1,249百万円（前年同期比15.8％増）、営業

利益234百万円（前年同期比4.1％増）の増収増益となりました。

 

EDINET提出書類

ＣＤＳ株式会社(E05726)

四半期報告書

 3/17



 

（技術システム事業）

技術システム事業におきましては、新規顧客の開拓による事業拡大、既存ビジネスの付加価値向上と提案型営業

の推進、システム開発を中心とした受注確保と高品質・低コスト体質への転換に取り組んできた結果、売上高は

2,972百万円（前年同期比2.9％増）、営業利益は417百万円（前年同期比9.0％増）の増収増益となりました。

 

　（２）財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の総資産は7,527百万円であり、前連結会計年度末より580百万円増加しておりま

す。内訳としては、流動資産が254百万円増加の4,627百万円、固定資産が326百万円増加の2,899百万円であり、流

動資産の変動の主な要因は、現金及び預金で211百万円、商品及び製品で35百万円、仕掛品で148百万円、その他で

30百万円（主に繰延税金資産）の増加があった一方、受取手形及び売掛金で180百万円の減少があったこと等であ

ります。

また、固定資産の変動については、有形固定資産が383百万円増加、のれんの償却により「のれん」が33百万円

減少したこと等であります。有形固定資産増加の主な原因は、新工場用の用地を取得したことであります。

 

（負債）

負債は前連結会計年度末より300百万円増加し、2,197百万円となりました。内訳は、流動負債が304百万円増加

の2,186百万円、固定負債が４百万円減少の10百万円であります。

流動負債の変動の主な要因は、支払手形及び買掛金で150百万円、賞与引当金で211百万円、その他で25百万円の

増加があった一方、未払金が92百万円減少したこと等であります。

 

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末の純資産は5,330百万円であり、前連結会計年度末より280百万円増加しておりま

す。要因としては、主に利益剰余金が284百万円増加したためであり、これは親会社株主に帰属する四半期純利益

570百万円の計上と配当金支払286百万円によるものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 19,000,000

計 19,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,924,400 6,924,400

東京証券取引所

市場第一部

名古屋証券取引所

市場第一部

単元株式数100株

計 6,924,400 6,924,400 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年７月１日～

平成30年９月30日
－ 6,924,400 － 940,327 － 895,327
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（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　104,000 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　6,818,000 68,180 同上

単元未満株式 普通株式　　　2,400 － －

発行済株式総数 6,924,400 － －

総株主の議決権 － 68,180 －

（注）「単元未満株式」には、当社保有の自己株式81株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)

ＣＤＳ株式会社

愛知県岡崎市舞木町

字市場46番地
104,000 － 104,000 1.50

計 － 104,000 － 104,000 1.50

 

 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。

 

 

 

 

EDINET提出書類

ＣＤＳ株式会社(E05726)

四半期報告書

 6/17



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって、名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,325,023 1,536,928

受取手形及び売掛金 ※ 2,215,662 ※ 2,035,370

電子記録債権 ※ 344,363 ※ 344,793

商品及び製品 31,000 66,832

仕掛品 148,936 297,138

原材料及び貯蔵品 8,301 15,059

その他 305,707 336,612

貸倒引当金 △5,520 △4,945

流動資産合計 4,373,474 4,627,790

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,112,883 1,083,950

土地 641,998 1,059,212

その他（純額） 157,361 152,099

有形固定資産合計 1,912,244 2,295,261

無形固定資産   

のれん 276,663 243,493

その他 112,533 98,083

無形固定資産合計 389,197 341,576

投資その他の資産   

その他 284,160 275,127

貸倒引当金 △12,400 △12,400

投資その他の資産合計 271,760 262,727

固定資産合計 2,573,202 2,899,565

資産合計 6,946,676 7,527,356

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 262,498 412,641

短期借入金 590,000 580,000

未払金 366,677 274,397

未払法人税等 174,815 176,313

賞与引当金 154,435 365,479

受注損失引当金 16,054 29,522

製品保証引当金 14,960 20,317

その他 302,259 327,619

流動負債合計 1,881,702 2,186,290

固定負債   

退職給付に係る負債 4,394 4,668

資産除去債務 2,293 2,313

その他 8,493 3,878

固定負債合計 15,182 10,860

負債合計 1,896,884 2,197,151
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 940,327 940,327

資本剰余金 1,171,768 1,171,768

利益剰余金 2,950,698 3,234,926

自己株式 △25,514 △25,514

株主資本合計 5,037,279 5,321,507

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 12,947 6,268

為替換算調整勘定 △435 2,429

その他の包括利益累計額合計 12,512 8,697

純資産合計 5,049,792 5,330,205

負債純資産合計 6,946,676 7,527,356
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 6,263,479 6,495,359

売上原価 4,255,151 4,394,966

売上総利益 2,008,328 2,100,393

販売費及び一般管理費 1,194,749 1,222,217

営業利益 813,579 878,175

営業外収益   

受取利息 19 18

受取配当金 766 742

為替差益 4,783 －

売電収入 1,352 1,500

その他営業外収益 4,925 5,092

営業外収益合計 11,846 7,354

営業外費用   

支払利息 1,336 2,383

支払融資手数料 5,113 5,041

為替差損 － 1,855

減価償却費 2,077 2,234

その他営業外費用 94 3,050

営業外費用合計 8,622 14,564

経常利益 816,803 870,965

特別利益   

固定資産売却益 66 904

特別利益合計 66 904

特別損失   

固定資産除却損 3,234 1,150

退職給付制度移行に伴う損失 2,863 －

特別損失合計 6,098 1,150

税金等調整前四半期純利益 810,771 870,719

法人税、住民税及び事業税 355,206 373,429

法人税等調整額 △59,728 △73,391

法人税等合計 295,477 300,038

四半期純利益 515,293 570,681

親会社株主に帰属する四半期純利益 515,293 570,681
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年９月30日)

四半期純利益 515,293 570,681

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,736 △6,679

為替換算調整勘定 △147 2,864

その他の包括利益合計 3,588 △3,815

四半期包括利益 518,882 566,866

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 518,882 566,866

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取扱い等の適用）

　「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取扱い」（改正実務対応報告第18号　平

成29年３月29日）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（改正実務対応報告第24号　平

成29年３月29日）を第１四半期連結会計期間より適用しております。

　これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　第３四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権

 四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決

済処理をしております。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計

期間末日満期手形及び電子記録債権が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年９月30日）

受取手形

電子記録債権

2,047千円

11,790

1,359千円

8,593

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
 
 

前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年９月30日）

減価償却費 102,263千円 104,892千円

のれんの償却額 33,170千円 33,170千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月24日

定時株主総会
普通株式 136,406 20

平成28年

12月31日

平成29年

３月27日
利益剰余金

平成29年８月10日

取締役会
普通株式 136,406 20

平成29年

６月30日

平成29年

９月11日
利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

　該当事項はありません。

 

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年3月23日

定時株主総会
普通株式 136,406 20

平成29年

12月31日

平成30年

３月26日
利益剰余金

平成30年8月10日

取締役会
普通株式 150,047 22

平成30年

６月30日

平成30年

９月10日
利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額 

ドキュメン
テーション
事業

エンジニア
リング事業

技術システ
ム事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 2,356,657 1,066,187 2,840,635 6,263,479 － 6,263,479

セグメント間の内部売上高又

は振替高
831 12,113 47,709 60,654 (60,654) －

計 2,357,488 1,078,300 2,888,344 6,324,134 (60,654) 6,263,479

セグメント利益 662,831 224,968 382,674 1,270,473 (456,894) 813,579

　　　　　（注）１．セグメント利益調整額△456,894千円には、セグメント間取引消去6,409千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△463,304千円が含まれております。全社費用は、主にセグメントに帰属

しない一般管理費であります。

　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額 

ドキュメン
テーション
事業

エンジニア
リング事業

技術システ
ム事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 2,321,258 1,248,765 2,925,335 6,495,359 － 6,495,359

セグメント間の内部売上高又

は振替高
676 272 47,368 48,317 (48,317) －

計 2,321,935 1,249,037 2,972,704 6,543,677 (48,317) 6,495,359

セグメント利益 717,673 234,090 417,106 1,368,870 (490,694) 878,175

　　　　　（注）１．セグメント利益調整額△490,694千円には、セグメント間取引消去7,798千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△498,493千円が含まれております。全社費用は、主にセグメントに帰属

しない一般管理費であります。

　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 75円55銭 83円67銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
515,293 570,681

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
515,293 570,681

普通株式の期中平均株式数（株） 6,820,319 6,820,319

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

平成30年８月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①中間配当による配当金の総額 　150,047千円

②１株当たりの金額 　22円

③支払請求の効力発生日及び支払開始日 　平成30年９月10日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年11月９日

ＣＤＳ株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大橋　正明　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水谷　洋隆　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＣＤＳ株式会社

の平成30年１月１日から平成30年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平成30

年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＣＤＳ株式会社及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

 　　　 ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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